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長野県老人保健施設協議会会則 

 

                                   平成5年9月10日 制  定 

                                   平成19年4月1日 一部改正 

                                   2020年3月23日 一部改正 

第１章  総   則 

（名称） 

第１条   この会は、長野県老人保健施設協議会という。 

（事務局） 

第２条   この会は、事務局を会長の所属する老人保健施設内に置く。 

（目的） 

第３条   この会は、長野県内の老人保健施設（以下 「老健施設」という）が相互に連携を保ち、円滑な 

        運営を図り、社会の福祉増進に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第４条   この会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

        一 老健施設に関する調査及び研究に関する事項 

        二 老健施設の管理運営の適正化と、その質的向上を図るための研究に関する事項 

        三 老健施設の地域社会における活動と普及に関する事項 

        四 社団法人 全国老人保健施設協会、地方自治体、関連諸団体等との密接な連携と調整に関す 

            る事項 

        五 その他のこの会の目的を達成するために必要な事項 

         六  これらの事業を展開するにあたっては、長野県衛生部・社会部の指導、協力を得て行う。 

 

 

第２章  会   員 

（会員） 

第５条   この会は、老健施設の代表者（代表者はその施設の開設者又は管理者とする。 

     但し、特段の事情のある場合は、当該開設者が指定する者も可とする。）をもって会員とする。 

（入会） 

第６条   この会に入会しようとするものは、会長あてに入会申込書（様式第１号）を提出し、理事会の承

         認を経たのち、会員として登録する。 

（会費） 

第７条   会員は、別に定める会費規程により、会費を納入しなければならない。 

（退会） 

第８条   この会を退会しようとするものは、会長あてに退会届（様式第２号）を提出して、 退会するこ

     とができる。 
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第３章  役   員 

 

（役員） 

第９条   この会に、次の役員を置く。 

            理  事    １２名以内（設立主体別、地域別、運営経験等を考慮して選任） 

            監  事      ２名  （全県下より選任） 

     ２  理事のうち１名を会長、４名以内を副会長とする。 

（役員の職務） 

第１０条   会長はこの会を代表し、会務を総理する。 

         ２  副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときにはその職務を代行する。 

         ３  理事は理事会を構成し、業務を執行する。 

         ４  監事は、会の事業及び会計を監査する。 

（役員の選任） 

第１１条   理事及び監事は、会員の中から総会において選任する。 

         ２  会長及び副会長は、理事の互選とする。 

         ３  監事は、理事を兼ねることができない。 

（役員の任期） 

第１２条   役員の任期は、原則として２年間とし、また、会長は２期４年間とする。ただし、再任を 

妨げない。    

         ２  役員に欠員が生じ、補欠役員が選任されたときの任期は、前任者の残任期間とする。 

         ３  役員は辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまではその職務を行わなければな

       らない。 

 

 

第４章  顧  問 

（顧問） 

第１３条  この会に顧問を置くことができる。 

     ２ 顧問は、この会に功労のある者又は学識経験ある者の中から理事会の承認を得て、会長が 

       委嘱する。ただし、その任期は役員の任期と同じとする。 

     ３ 顧問は、会長の諮問に応じ会議に出席し、意見を述べることができる。ただし、表決に加わ

ることができない。 

 

 

第５章  会   議 

（会議の種類） 

第１４条   会議は、定期総会、及び臨時総会とする。 
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（総会） 

第１５条   定期総会は毎年２回、臨時総会は必要に応じて会長が招集し、次の事項を審議決定する。 

         一 事業計画・予算計画 

          二 事業報告・収支決算報告 

          三 その他重要事項 

２  総会は、会員の過半数の出席をもって成立するものとする。ただし、やむを得ない理由のた

      め総会に出席できない会員は、委任状をもって出席に代えることができる。 

        ３  会議の議長は、出席正会員の中から選出する。 

        ４  会議の議事は、出席会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

      よる。 

    ５ やむを得ない理由により、総会が開催できない場合、議事は、会員の過半数の書面表決書を

もって決する。 

（理事会） 

第１６条    理事会は、理事をもって構成し、会長が必要に応じて招集するものとする。議長は会長がこ

れにあたる。 

        ２  理事会は、理事の過半数の出席をもって成立し、議事は、出席者の３分の２以上をもって決

      する。 

    ３ やむを得ない理由により、理事会が開催できない場合、議事は、理事の過半数の書面表決書

をもって決する。 

 

 

第６章  会   計 

（経費） 

第１７条   本会の経費は、会費・事業の収入その他寄付金等をもってこれに充てる。 

       ２  会費の額及び徴収方法並びに会計処理については、理事会の承認を得て別に定める。 

（会計年度） 

第１８条   この会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

 

附  則 １   この会則は、平成 ５年 ９月 １０日から施行する。 

２   この会の設立初年度の会計年度は、第１８条の規程にかかわらず、設立総会の定めるところ 

による。 

付 則    この会則は、平成１９年４月１日（一部改正）から施行する。 

付 則    この会則は、２０２０年３月２３日（一部改正）から施行する。 

 


